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資料４－１

平成１９年度職業能力開発局重点施策と予算案の概要について

平成１９年度予定額 １，４４８（１，５９８）億円

一般会計 １５７（ １５７）億円

労災勘定 ４（ ４）億円

雇用勘定 １，２８７（１，４３７）億円

１ 若者の人間力の強化と働く意欲の向上
億円２１１（２０９）

一般会計 ５９億円

雇用勘定 １５２億円

７８（８７）億円（１）現場の戦力となる若者の育成

一般会計 １９億円

雇用勘定 ５８億円

○ 「実践型人材養成システム」の普及促進（新規） ３．７（０）億円

雇用勘定 ３．７億円

中小企業及び新規高卒者等に対し「実践型人材養成システム （実習併用職業訓」

練）を普及・定着させるため、地域の事業主団体による先導的なモデル事業を実施

し、その成果を全国に普及させるとともに、同システムに取り組む認定職業訓練施

設や事業主等に対する支援措置を創設する。

○ 産学官の連携による「実務・教育連結型人材育成システム」の普及促進

７４（８７）億円

一般会計 １９億円

雇用勘定 ５５億円

若者の実践的で効果的な職業能力開発を支援するため、企業実習と座学を連結さ

せた教育訓練の受講を促進するための体験講習や、実習先企業の開拓等企業や民間

教育訓練機関の導入を促進することにより、実務・教育連結型人材育成システムの

社会的定着を図る。

億円（２）フリーター２５万人常用雇用化プランの強化 １０２（９６）

一般会計 １９億円

雇用勘定 ８３億円

○ 年長フリーターに対する常用就職支援 ２０（０）億円

・ 年長フリーター自立能力開発システム」の整備（新規） ２０（０）億円「

雇用勘定 ２０億円
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年長フリーターの職業能力を判断するために企業実習を先行させる職業訓練

システムの創設や、業界の求める採用条件に適応するための職業訓練コースを開

発・実施する「年長フリーター自立能力開発システム」を整備する。

○ 実践的な能力開発の実施 ７４（８７）億円

「 」 〔 〕・産学官の連携による 実務・教育連結型人材育成システム の普及促進 再掲

７４（８７）億円

一般会計 １９億円

雇用勘定 ５５億円

（３）フリーター・ニートをはじめとする若者の自立支援

億円２０（１４）

一般会計 ２０億円

○ 地域若者サポートステーションの拡充強化 ９．６（３．２）億円

一般会計 ９．６億円

ニート等の若者に対する地域の支援拠点としての地域若者サポートステーション

について、メンタル面でのサポートが必要な若者に対してきめ細かい相談を行える

よう専門支援体制の強化を図るとともに、箇所数を拡充する。

２５カ所 → ５０カ所

○ 「若者自立塾」事業の推進 １０（１１）億円

一般会計 １０億円

合宿形式による集団生活の中で、生活訓練、労働体験等を通じて、若者に働く自

信と意欲を付与する「若者自立塾」事業を推進する。

２５カ所 → ３０カ所

○ 若者の自立支援に功績のある団体等に対する厚生労働大臣表彰等の支援

（新規） ２３（０）百万円

一般会計 ２３百万円

若者が自立・チャレンジする機運を社会全体として高めるため、若者の職業的自

立の実現に顕著な功績が認められる企業、個人、団体に対し、厚生労働大臣表彰を

行うとともに、表彰者等が意見交換を行うフォーラムを開催する。

１１（１２）億円（４）学生から職業人への円滑な移行の支援

雇用勘定 １１億円

○ 若者向けキャリア・コンサルティングの普及促進 ４０（３９）百万円

雇用勘定 ４０百万円

若者の職業キャリアの円滑な形成を促進するため、若者向けキャリア・コンサル

タントに必要な能力要件についてニート等の自立も含めた課題にも対応できるよう

見直しを行う。
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２ 公正かつ多様な働き方を実現できる労働環境の整備
百万円４１（０）

百万円（１）非正規労働者の正社員化の機会拡大（新規） ４１（０）

一般会計 ３４百万円

雇用勘定 ７百万円

○ 正社員転換のための非正規労働者に対する企業内職業能力開発の促進（新

規） ７（０）百万円

雇用勘定 ７百万円

非正規労働者から正規労働者への転換のための教育訓練を行う等企業内で非正規

労働者の職業能力の開発・向上を図る事業主に対する助成措置を拡充する。

○ 派遣労働者等に係る能力開発・キャリア形成の仕組みの整備（新規）

３４（０）百万円

一般会計 ３４百万円

能力開発機会において正社員との格差が見られる派遣労働者・請負労働者につい

て、主要な業務分野ごとに能力開発・能力評価のための望ましいモデルやキャリア

形成支援計画を策定し、その普及啓発を図る。

３ 経済社会の活力の向上に向けた人財立国の実現
億円３４４（４３０）

一般会計 １９億円

雇用勘定 ３２５億円

２２（１２）億円（１）ものづくり立国の推進

雇用勘定 ２２億円

○ 産学協力による「２００７年ユニバーサル技能五輪国際大会」を契機とし

た技能の振興（新規） １０（０）億円

雇用勘定 １０億円

若者と障害者による２つの国際技能競技大会が我が国において史上初めて同時開

催される「２００７年ユニバーサル技能五輪国際大会」の成功と、本大会を契機と

し、ものづくりについての若者の就業意欲の喚起及び重要性に対する国民の理解の

増進を図る。

○ ものづくりの魅力に対する理解の促進 ８．８（１１）億円

雇用勘定 ８．８億円

工場、職業能力開発施設等の開放を促進し、ものづくり体験の場を提供するとと
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もに、高度熟練技能者を工業高校等へ派遣することにより、ものづくりに親しむ社

会の形成を図る。

○ 中小企業等の技能の円滑な継承に対する支援の実施 ３（１）億円

雇用勘定 ３億円

技能継承のための計画的な教育訓練に取組む中小企業に対する助成や、技能継承

に関する情報提供・相談援助等の強化を図る。

４４（４８）億円（２）職業生活を通じた能力開発の推進

雇用勘定 ４４億円

○ キャリア・コンサルタントの資質向上等のキャリア形成支援の推進

３７（４０）億円

雇用勘定 ３７億円

キャリア・コンサルタントに対する実務研修や実践的助言・指導等の機会の拡大

を図るとともに、能力評価試験の統一的実施や資格更新制度の在り方等について検

討を行う。

○ 広範な職種を対象とした職業能力評価制度の整備 ７．２（８）億円

雇用勘定 ７．２億円

職業能力を評価する統一的な基準となる職業能力評価基準の職種の拡大等を図

る。また、非正規労働者を含め、多様な労働者にも対応できるようｅラーニングの

導入等により職業能力習得支援制度を普及促進する。さらに、企業・業界団体のニ

ーズを踏まえ技能検定職種の見直しを図る。

７８（８７）億円（３）現場の戦力となる若者の育成（再掲）

一般会計 １９億円

雇用勘定 ５８億円

４ 障害者の職業的自立に向けた就労支援の総合的推進
億円５９（６０）

億円（１）障害者に対する職業能力開発の推進 ５９（６０）

一般会計 ４６億円

労災勘定 ３．４億円

雇用勘定 ９．３億円
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○ 一般校を含めた公共職業能力開発施設における障害者職業訓練の推進

４３（４５）億円

一般会計 ４０億円

労災勘定 ３．４億円

障害者能力開発校における職業訓練に加え、一般の職業能力開発校において、知

的障害者等を対象とした専門訓練を行うとともに発達障害者に対する職業訓練をモ

デル的に実施する。

○ 地域の障害者支援機関を活用した実践的職業訓練の推進

１５（１５）億円

一般会計 ５．６億円

雇用勘定 ９．３億円

障害者の態様に応じた委託訓練を拡充するとともに、障害者の就労を支援する地

域の社会福祉法人等が委託先企業を開拓するモデル事業を実施する。

○ 障害者職業能力開発プロモート事業の拡充 ５５（２６）百万円

一般会計 ５５百万円

政令指定都市において、公共職業能力開発施設と福祉施設、養護学校等の関係機

関との連携体制を確立することにより、教育・福祉から職業訓練への移行を円滑に

する仕組みを形成する事業を拡充する。

３カ所 → ６カ所

５ 外国人労働者問題への適切な対応
億円４．４（４．８）

○ 研修・技能実習制度の適正化 ４．４（４．８）億円

一般会計 ２．４億円

労災勘定 ５７百万円

雇用勘定 １．４億円

労働関係法令違反等の不適正な事案を防止するなどの制度の厳格な運用を行う観

点から、研修生・技能実習生の受入れ機関等に対する巡回指導を強化する。


